別記
第１号様式（第４条関係）
年　　月　　日
　高知県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
高知県システム開発人材確保支援事業費補助金交付申請書
　補助金の交付について、高知県システム開発人材確保支援事業費補助金交付要綱第４条の規定により、下記のとおり申請します。
記
１　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助事業実施期間

　　　　　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日※まで 

　　　　　　　※原則として、補助事業開始日（雇用開始日）から６箇月後の日を記載

３　添付書類
　　・誓約書（別紙１）

　　・支給対象者名簿（別紙２）
　　・支給対象者の雇用契約書
　　・支給対象者がIT関連業務に関する実務経験者でないことを証する書類（履歴書等）
　　・県税の滞納がないことを証する納税証明書
　　　　　　　　　　　又は
　　　県税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）
※１：税務課が別に定める「県税完納情報提供事務処理要領」における第４号様式。

※２：代表者のマイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し等。

　　　　　　　（注）マイナンバーカードは表面のみコピー（裏面はマイナンバーの表示があるため、提出は不可とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番号は復元できない程度にマスキング処理を施す等してください。
　　・その他参考となる資料
４　補助金振込先

	金融機関名
	支店名
	預金種別
	口座番号
	口座名義人

	
	
	
	
	


別紙１

誓約書

　高知県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日

高知県システム開発人材確保支援事業費補助金の交付の申請に当たり、次に掲げる事項について該当しないことを誓約します。

（１）偽りその他不正の行為（詐欺、脅迫、贈賄等刑法（明治40年法律第45号）各本条に触れる行為のほか、刑法上犯罪を構成するに至らない場合であっても、故意に交付申請書に虚偽の記載を行い又は偽りの証明を行うことをいう。以下「不正受給」という。）により本来受けることのできない助成金の支給を受け、又は受けようとしたことにより、交付申請日又は交付決定日の時点で、厚生労働省が実施している雇用関係助成金の不支給措置がとられていること。

（２）交付申請した年度の前年度より前のいずれかの保険年度の労働保険料を納入してないこと。

（３）交付申請日の前日から過去１年間に、労働関係法令の違反を行っていること。

（４）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第４項若しくは第５項の規定に該当する営業を行っていること又はこれらの営業の一部を受託する営業を行っていること。

（５）暴力団（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36条。以下｢暴排条例｣という。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であること。

（６）暴力主義的破壊活動を行った又は行うおそれがある団体等であること。

（７）交付申請日、又は交付決定日の時点で倒産（雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）第35条第１号に規定する倒産をいう。）している（再生手続開始の申立て（民事再生法（平成11年法律第225号）第21条に規定する再生手続開始の申立てをいう。）又は更生手続開始の申立て（会社更生法（平成14年法律第154号）第17条に規定する更生手続開始の申立てをいう。）を行っていること。

（８）令和５年度システム開発人材育成講座の開始前に雇用の内定を行った受講者を支給対象者として雇入れていること。

（９）補助対象企業の経営者又は取締役の３親等以内の親族である受講者を支給対象者として雇入れていること。

（10）雇用開始６箇月以内の対象労働者の労働に対する賃金を、支払期日を超えて支払っていること。

（11）交付申請日、又は交付決定日の時点で県税に滞納があること。

（12）同一の支給対象者について県が実施する他の補助金、雇用奨励金の交付を受けていること。
（13）過去に次のアからキに掲げる講座の受講者を雇用したことがあること。
ア　平成30年度アプリ開発人材育成講座＜エキスパートコース＞

イ　平成31年度アプリ開発人材育成講座＜エキスパートコース＞

ウ　令和２年度アプリ開発人材育成講座（県内通学コース）

エ　令和２年度アプリ開発人材育成講座（県内通信コース）

オ　令和２年度アプリ開発人材育成講座＜オンラインコース＞

カ　令和２年度アプリ開発人材育成講座＜オンラインコース（Java）＞

キ　令和４年度システム開発人材育成講座

（14）支給対象者がIT関連業務に関する実務経験者であること。
別紙２
高知県システム開発人材確保支援事業費補助金

支給対象者名簿
	氏　名
	生年月日
	住　所
	雇用形態
	雇用開始年月日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


（注）支給対象者は２人が上限となります。

第２号様式（第５条関係）

年　　月　　日
　高知県知事　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
高知県システム開発人材確保支援事業費補助金に係る
補助事業の中止（廃止）承認申請書
　　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の交付の決定がありました事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、高知県システム開発人材確保支援事業費補助金交付要綱第５条第２号の規定により、承認を申請します。
記
１　中止（廃止）する理由
２　中止の期間（廃止の時期）
（注）申請する内容に応じて括弧内を適宜修正してください。
第３号様式（第９条関係）

年　　月　　日
　高知県知事　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
高知県システム開発人材確保支援事業費補助金に係る
補助事業の変更承認申請書
　　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の交付の決定がありました事業について、下記のとおり変更して実施したいので、高知県システム開発人材確保支援事業費補助金交付要綱第９条の規定により、承認を申請します。
記
１　変更の理由
２　変更の内容
（注）変更内容が分かる資料を添付してください。
第４号様式（第12条関係）

年　　月　　日
　高知県知事　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
高知県システム開発人材確保支援事業費補助金に係る
補助事業の実績報告書
　　　年　　月　　日付け　第　　号で補助金の交付の決定がありました補助事業を完了しましたので、高知県システム開発人材確保支援事業費補助金交付要綱第12条の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　円

２　精算請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　補助事業実施期間
　　　　　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで 
４　添付書類
　　・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書
　　・事業所別被保険者台帳
　　・支給対象者の賃金台帳、タイムカード、出勤簿等の勤務時間を確認できる書類
　　・支給対象者が正規職員であることを証明する書類又は申立書
・その他参考となる資料
